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貸 借 対 照 表 

（2012 年 3 月 31 日） 

       （単位：円）  

資産の部         

Ⅰ 固定資産         

１ 有形固定資産         

  土地   6,025,082,000      

      建物 3,579,885,950        

       減価償却累計額 △708,496,027  2,871,389,923      

      構築物 98,458,049        

       減価償却累計額 △42,770,335  55,687,714      

      工具器具備品 241,978,154        

       減価償却累計額 △125,261,528  116,716,626      

      図書   1,412,806,951      

      美術品・収蔵品   6,565,005      

      建設仮勘定   1,221,277      

      有形固定資産合計   10,489,469,496      

         

２ 無形固定資産         

      電話加入権   72,000      

      無形固定資産合計   72,000      

         

  ３ 投資その他の資産         

      長期貸付金 6,466,900        

       貸倒引当金 △360,125  6,106,775      

      長期未収入金   3,198,819      

      投資その他の資産合計   9,305,594      

       固定資産合計     10,498,847,090    

         

Ⅱ 流動資産         

     現金及び預金   957,426,119      

     その他未収入金   2,583,283      

     前渡金   420      

          前払費用   7,700      

     未収収益   881,425      

        流動資産合計     960,898,947    

        資産合計       11,459,746,037  

         

         

         

 

 



2 

 

負債の部         

Ⅰ 固定負債         

     資産見返負債         

      資産見返運営費交付金等 843,786,888        

      資産見返補助金等 5,605,509        

      資産見返寄附金 60,112,425        

      資産見返物品受贈額 1,295,627,085        

            建設仮勘定見返運営費交付金 1,221,277  2,206,353,184      

     長期寄附金債務   61,199,303      

     退職給付引当金   14,679,630      

     長期リース債務   23,039,092      

       固定負債合計     2,305,271,209    

         

 Ⅱ 流動負債         

     運営費交付金債務   27,156,326      

     寄附金債務   32,870,358      

     未払金   259,719,792      

     リース債務   14,534,945      

     未払費用   2,804,270      

     前受金   868,800      

     預り金   11,824,149      

     預り科学研究費補助金等   1,740,657      

     賞与引当金   17,578,080      

       流動負債合計     369,097,377    

       負債合計       2,674,368,586  

         

         

純資産の部         

 Ⅰ 資本金         

     地方公共団体出資金   8,813,900,000      

       資本金計     8,813,900,000    

 Ⅱ 資本剰余金         

     資本剰余金   6,637,005      

     損益外減価償却累計額   △572,418,537      

       資本剰余金合計     △565,781,532    

 Ⅲ 利益剰余金         

     教育研究の質の向上及び組織 

運営の改善目的積立金 
  

 

467,281,673 
     

     当期未処分利益   69,977,310      

     （うち当期総利益    69,977,310 ）    

       利益剰余金合計     537,258,983    

     純資産合計       8,785,377,451  

       負債純資産合計       11,459,746,037  
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損 益 計 算 書 

（2011 年 4 月 1 日から 2012 年 3 月 31 日） 

       （単位：円） 

経常費用        

業務費        

教育経費   170,789,974     

研究経費   54,321,606     

教育研究支援経費   91,672,819     

受託事業費   1,748,508     

役員人件費   65,865,670     

教員人件費        

常勤教員 1,096,036,877       

非常勤教員 144,520,551  1,240,557,428     

職員人件費        

常勤職員 356,381,740       

非常勤職員 90,461,866  446,843,606  2,071,799,611   

一般管理費     189,458,771   

財務費用        

 支払利息   1,190,968     

  その他財務費用   26,340  1,217,308   

経常費用合計       2,262,475,690 

        

経常収益        

運営費交付金収益     1,105,622,950   

授業料収益     878,952,965   

入学金収益     184,756,200   

検定料収益     35,674,800   

受託事業等収益        

国又は地方公共団体からの受託事業等収益     2,027,962   

寄附金収益     4,972,405   

資産見返負債戻入        

資産見返運営費交付金等戻入   56,617,067     

資産見返補助金等戻入   418,656     

資産見返寄附金戻入   3,339,035     

資産見返物品受贈額戻入   31,330,514  91,705,272   

財務収益        

受取利息     2,455,960   

雑益        

財産貸付料収入   8,749,910     

講習料収入   1,719,500     

研究関連収入   7,957,500     

その他   7,656,526  26,083,436   

経常収益合計       2,332,251,950 

経常利益       69,776,260 

        

臨時利益        

貸倒引当金戻入益       201,050 

        

当期純利益       69,977,310 

当期総利益       69,977,310 
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キャッシュ・フロー計算書 

（2011 年 4 月 1 日から 2012 年 3 月 31 日） 

（単位：円） 

Ⅰ  業務活動によるキャッシュ・フロー     

     原材料、商品又はサービスの購入による支出   △214,612,016  

     人件費支出   △1,793,982,243  

     その他の業務支出   △167,485,050  

     運営費交付金収入   1,177,074,000  

     授業料収入   935,631,445  

     入学金収入   184,756,200  

     検定料収入    35,674,800  

     受託事業等収入   7,497,175  

補助金等収入   5,757,000  

     寄附金収入   15,762,405  

     その他収入   26,932,435  

     預り金等の増減   500,274  

   業務活動によるキャッシュ・フロー   213,506,425  

     

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー     

     有形固定資産の取得による支出   △211,268,874  

     長期貸付金の返済による収入   2,812,900  

     定期預金の預入による支出   △1,450,000,000  

     定期預金の払戻による収入   1,400,000,000  

         小  計   △258,455,974  

     利息及び配当金の受取額   2,418,891  

   投資活動によるキャッシュ・フロー   △256,037,083  

     

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー     

     リース債務の返済による支出   △16,061,385  

         小  計   △16,061,385  

     利息の支払額   △1,255,597  

   財務活動によるキャッシュ・フロー   △17,316,982  

     

Ⅳ  資金増減額   △59,847,640  

Ⅴ  資金期首残高   267,273,759  

Ⅵ  資金期末残高   207,426,119  
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利益の処分に関する書類 

 

 

 

 

（単位：円） 

 

 

Ⅰ 当期未処分利益    69,977,310 

当期総利益  69,977,310   

     

Ⅱ 利益処分額     

地方独立行政法人法第 40条第 3項により設立団体の長の 

 承認を受けようとする額 
    

     教育研究の質の向上及び組織運営の改善目的積立金  69,977,310  69,977,310 
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行政サービス実施コスト計算書 

（2011 年 4 月 1 日から 2012 年 3 月 31 日） 

（単位：円） 

Ⅰ 業務費用       

   （１）損益計算書上の費用       

     業務費 2,071,799,611      

     一般管理費 189,458,771      

          財務費用 1,217,308  2,262,475,690    

       

   （２）（控除）自己収入等       

       授業料収益 △878,952,965      

     入学金収益 △184,756,200      

     検定料収益 △35,674,800      

     受託事業等収益 △2,027,962      

     寄附金収益 △4,972,405      

     財務収益 △2,455,960      

     雑益 △18,125,936      

     資産見返運営費交付金等戻入 △11,154,416      

     資産見返寄附金戻入 △3,339,035      

     臨時利益 △201,050  △1,141,660,729    

    業務費用合計     1,120,814,961  

       

Ⅱ 損益外減価償却相当額     111,661,908  

       

Ⅲ 引当外賞与増加見積額     4,083,805  

       

Ⅳ 引当外退職給付増加見積額     △11,458,035  

       

Ⅴ 機会費用       

   地方公共団体出資の機会費用   81,793,902  81,793,902  

       

Ⅵ 行政サービス実施コスト     1,306,896,541  

       

 

 

 



7 

注 記 事 項 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

 

  当事業年度より、改訂後の地方独立行政法人会計基準等（「地方独立行政法人会計基準」及び「地方独立行政法人

会計基準注解」平成 24年 3 月 30 日総務省告示第 140 号改訂）を適用して財務諸表を作成しています。 

 

 

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

   期間進行基準を採用しています。 

   なお、退職一時金及び国際交流事業等中期計画期間中に執行する経費の一部については、運営費交付金と業務

の実施が期間的に対応していないこと、また業務の性質上、業務達成度合いや進捗度合いを測定する客観的な尺

度を設定することが困難であることから、費用進行基準を採用しています。 

 

 

２．減価償却の会計処理方法 

 （１）有形固定資産 

   定額法を採用しています。 

    耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としています。 

    主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

     建物       ６年～５０年 

     構築物      ２年～６０年 

     工具器具備品   ３年～ ６年 

    また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第８５）の減価償却相当額については、損益外減価償却

累計額として資本剰余金から控除しています。 

（２）無形固定資産 

   定額法を採用しています。 

    なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいて償却してい

ます。 

 

 

３．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

賞与のうち、運営費交付金により財源措置がなされないものについては、教職員に支給する賞与に備えるため、

支給見込額を計上しています。なお、賞与のうち、運営費交付金により財源措置がなされるものについては、賞

与に係る引当金は計上していません。 

   また、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、事業年度末における引当外賞与見積

額から、前事業年度末における引当外賞与見積額を控除して計算しています。 

 

 

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

   退職一時金のうち、運営費交付金により財源措置がなされないものについては、教職員の退職給付に備えるた

め、期末自己都合退職金要支給額に基づき退職給付引当金を計上しています。なお、退職一時金のうち、運営費

交付金により財源措置がなされるものについては、退職給付に係る引当金は計上していません。 

   また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、地方独立行政法人会計基準第８

７第４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しています。 

 

 

５．貸倒引当金の計上基準 

   債権の貸倒による損失に備えるため、回収遅延の債権について個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しています。 

 

 

６．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

 （１）地方自治体出資の機会費用の計算に使用した利率 

   ２０１２年３月末における１０年利付国債の利回りを参考に０．９８５％で計算しています。 

 

 

７．リース取引の会計処理 

   リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理によっています。 
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８．消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。 

 

９．金融商品に関する注記 

 （１）金融商品の状況に関する事項 

   当法人は、資金運用については地方独立行政法人法第 43 条に基づく安全な運用に限定しており、2011 年度

期末は預金のみで行っております。また資金調達については地方独立行政法人法第 41 条の借入金等に限定し

ていますが、2011 年度期末において該当はありません。 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

   期末日における主な金融商品の貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 

（単位：円） 

区 分 貸借対照表計上額（＊１） 時 価（＊１） 差 額（＊１） 

（１）現金及び預金 

（２）未払金 

957,426,119 

（259,719,792） 

957,426,119 

（259,719,792） 

― 

― 

（＊１）負債に計上されているものは、（ ）で示しています。 

（注）金融商品の時価の算定方法 

（１）現金及び預金、（２）未払金 

     これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ています。 

         

10．重要な会計方針の変更 

当事業年度より、地方独立行政法人会計基準等（「地方独立行政法人会計基準」及び「地方独立行政法人会計

基準注解」平成 24年 3月 30 日総務省告示第 140 号改訂並びに「「地方独立行政法人会計基準」及び「地方独立

行政法人会計基準注解」に関するＱ＆Ａ」（平成 24 年 4月改訂 総務省自治行政局 総務省自治財政局 日本

公認会計士協会））に基づき、資産除去債務に係る会計処理を適用しております。 

これにより、当事業年度の財務諸表に与える影響はありません。 

 

 

Ⅱ 貸借対照表関係 

       運営費交付金から充当されるべき退職給付見積額は、943,579,480 円、運営費交付金から充当されるべき賞与見積

額は、82,169,019 円です。 

 

 

Ⅲ 損益計算書関係 

   経常損益においてファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、△24,833 円であり、当該影響額を除いた当

期総利益は 70,002,143 円です。 

 

 

Ⅳ キャッシュ・フロー計算書関係 

１ 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳   

 現金及び預金 957,426,119 円  

 定期預金 △750,000,000 円  

      資金期末残高 207,426,119 円  

    

２ 重要な非資金取引   

  寄附受による資産の増加 2,523,310 円  
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Ⅴ 行政サービス実施コスト計算書関係 

１ 資産見返運営費交付金等戻入△11,154,416 円は、授業料を財源として取得した資産に伴うものです。 

２ 引当外退職給付増加見積額には、神戸市からの派遣職員に係る引当外退職給付増加見積額△ 2,101,245 円が含まれ

ています。 

３ 機会費用はすべて設立団体にかかるものです。 

 

Ⅵ 減損会計の適用について 

 減損の兆候が認められた固定資産 

 １．電話加入権 

 （１）用途（通信設備）、種類（電話加入権）、帳簿価額（4,000 円）、数量（18回線）、総額（72,000 円） 

 （２）減損の兆候の概要（固定資産の市場価格が著しく下落しております。） 

 （３）正味売却価額（2,000 円）は帳簿価額から 50％以上下落しておりますが、使用価値相当額（ＮＴＴの公定価

格 37,800 円）が帳簿価額（4,000 円）を上回るため、減損の認識は行ないませんでした。 

 

Ⅶ 重要な債務負担行為 

   該当事項はありません。 

 

Ⅷ 重要な後発事象 

   該当事項はありません。 
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附 属 明 細 書   
（１）固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８５ 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第８８ 資産除去債務に係る特定の除

去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細 

 

        （単位：円） 

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

減価償却累計額 減損損失累計額 
差引当期末 

残高 
摘要 

 当期償却額  
当期 

損益内 

当期 

損益外 

有形固定資産 

（特定償却資

産） 

建物 2,788,818,000 － － 2,788,818,000 572,418,537 111,661,908 － － － 2,216,399,463  

計 2,788,818,000 － － 2,788,818,000 572,418,537 111,661,908 － － － 2,216,399,463  

有形固定資産 

（特定償却資

産以外） 

建物 649,049,391 142,018,559 － 791,067,950 136,077,490 41,011,701 － － － 654,990,460  

構築物 75,988,953 22,469,096 － 98,458,049 42,770,335 4,576,106 － － － 55,687,714  

工具器具備品 225,959,329 39,137,053 23,118,228 241,978,154 125,261,528 40,323,633 － － － 116,716,626  

図書 1,405,281,970 25,811,819 18,286,838 1,412,806,951 － － － － － 1,412,806,951  

計 2,356,279,643 229,436,527 41,405,066 2,544,311,104 304,109,353 85,911,440 － － － 2,240,201,751  

非償却資産 
土地 6,025,082,000 － － 6,025,082,000 － － － － － 6,025,082,000  

美術品・収蔵品 6,565,005 － － 6,565,005 － － － － － 6,565,005  

建設仮勘定 － 1,221,277 － 1,221,277 － － － － － 1,221,277  

計 6,031,647,005 1,221,277 － 6,032,868,282 － － － － － 6,032,868,282  

有形固定資産

の合計 
土地 6,025,082,000 － － 6,025,082,000 － － － － － 6,025,082,000  

建物 3,437,867,391 142,018,559 － 3,579,885,950 708,496,027 152,673,609 － － － 2,871,389,923  

構築物 75,988,953 22,469,096 － 98,458,049 42,770,335 4,576,106 － － － 55,687,714  

工具器具備品 225,959,329 39,137,053 23,118,228 241,978,154 125,261,528 40,323,633 － － － 116,716,626  

図書 1,405,281,970 25,811,819 18,286,838 1,412,806,951 － － － － － 1,412,806,951  

美術品・収蔵品 6,565,005 － － 6,565,005 － － － － － 6,565,005  

建設仮勘定 － 1,221,277 － 1,221,277 － － － － － 1,221,277  

計 11,176,744,648 230,657,804 41,405,066 11,365,997,386 876,527,890 197,573,348 － － － 10,489,469,496  

無形固定資産 
ソフトウェア 16,706,834 － － 16,706,834 16,706,834 3,114,866 － － － －  

電話加入権 72,000 － － 72,000 － － － － － 72,000  

計 16,778,834 － － 16,778,834 16,706,834 3,114,866 － － －    72,000  

投資その他の

資産 
長期貸付金 9,279,800 － 2,812,900 6,466,900 － － － － － 6,466,900  

貸倒引当金 △561,175 － △201,050 △360,125 － － － － － △360,125  

長期未収入金 3,918,819 － 720,000 3,198,819      3,198,819  

計 12,637,444 － 3,331,850 9,305,594 － － － － － 9,305,594  
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（２）たな卸資産の明細 

該当事項はありません。 

 

 

（３）有価証券の明細 

（３）－１ 流動資産として計上した有価証券 

        該当事項はありません。 

     

 

（３）－２ 投資その他の資産として計上した有価証券 

        該当事項はありません。 

     

 

（４）長期貸付金の明細 

    （単位：円） 

区 分 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 摘 要 
回収額 償却額 

育英会奨学金 9,279,800 － 2,812,900 － 6,466,900  

    

 

（５）長期借入金の明細 

  該当事項はありません。 

 

 

（６）引当金の明細 

（６）－１ 引当金の明細 

    （単位：円） 

区 分 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 摘 要 
 目的使用 その他 

賞与引当金 18,099,767 17,578,080 18,099,767 － 17,578,080  

 

 

（６）－２ 貸付金等に対する貸倒引当金の明細 

    （単位：円） 

区 分 
貸付金の残高 貸倒引当金の残高 

摘 要 
期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額 期末残高 

育英会奨学金 9,279,800 △2,812,900 6,466,900 561,175 △201,050 360,125  

   （注）債権の貸倒に備えるため、回収遅延の債権について個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

います。 

 

 

（６）－３ 退職給付引当金の明細 

（単位：円） 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要 

退職給付債務 8,323,470 6,356,160 － 14,679,630  

未認識過去勤務債務及び 

未認識数理計算上の差異 
－ － － －  

退職給付引当金 8,323,470 6,356,160 － 14,679,630  

 

 

（７）資産除去債務の明細 

該当事項はありません。 

 

 

（８）保証債務の明細 

該当事項はありません。 
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（９）資本金及び資本剰余金の明細 

（単位：円） 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要 

資本金 
地方公共団体出資金 8,813,900,000 － － 8,813,900,000  

計 8,813,900,000 － － 8,813,900,000  

資本剰余金 

無償譲与 6,637,005 － － 6,637,005  

計 6,637,005 － － 6,637,005  

損益外減価償却累計額 △460,756,629 △111,661,908 － △572,418,537  

差引計 △454,119,624 △111,661,908 － △565,781,532  

  

 

（１０）積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細 

（１０）－１ 積立金の明細 

（単位：円） 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要 

教育研究の質の向上及び 

組織運営の改善目的積立金 
388,310,331 78,971,342 － 467,281,673  

 （注）当期増加額は、2010 年度の利益処分によるものです。 

 

 

（１０）－２ 目的積立金取崩しの明細 

該当事項はありません。 

 

 

（１１）運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細 

（１１）－１ 運営費交付金債務 

（単位：円） 

交付年度 期首残高 
交付金 

当期交付額 

当期振替額 

期末残高 
運営費交付金

収益 

資産見返運

営費交付金 

建設仮勘定

見返運営費

交付金 

資本 

剰余金 
小 計 

2007年度 88,456,643 － 25,121,007 52,751,367 － － 77,872,374 10,584,269 

2011年度 － 1,177,074,000 1,080,501,943 78,778,723 1,221,277 － 1,160,501,943 16,572,057 

合計 88,456,643 1,177,074,000 1,105,622,950 131,530,090 1,221,277 － 1,238,374,317 27,156,326 

 

 

（１１）－２ 運営費交付金収益 

（単位：円） 

区   分 
2007 年度 

交 付 分 

2011 年度 

交 付 分 
合  計 

期間進行基準 － 994,394,000 994,394,000 

費用進行基準 25,121,007 86,107,943 111,228,950 

合  計 25,121,007 1,080,501,943 1,105,622,950 
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（１２）地方公共団体等からの財源措置の明細 

該当事項はありません。 

 

 

（１３）役員及び教職員の給与の明細 

（単位：円、人） 

区 分 
報酬又は給与 退職給付 

支給額 支給人員 支給額 支給人員 

役 員 

常 勤 56,652,232 ４ － － 

非常勤 152,640 １ － － 

計 56,804,872 ５ － － 

教職員 

常 勤 1,122,807,834 １２９ 79,193,148 ３ 

非常勤 221,471,204 １８１ － － 

計 1,344,279,038 ３１０ 79,193,148 ３ 

合 計 

常 勤 1,179,460,066 １３３ 79,193,148 ３ 

非常勤 221,623,844 １８２ － － 

計 1,401,083,910 ３１５ 79,193,148 ３ 

 

 （注１）役員に対する報酬及び退職手当の支給基準の概要 

     「公立大学法人神戸市外国語大学役員報酬規程」及び「公立大学法人神戸市外国語大学役員退職手当規程」に

基づき支給しています。 

 （注２）教職員に対する給与及び退職手当の支給基準の概要 

     「公立大学法人神戸市外国語大学職員給与規程」、「公立大学法人神戸市外国語大学契約職員就業規則」、「公立

大学法人神戸市外国語大学非常勤講師就業規則」、「公立大学法人神戸市外国語大学パート職員就業規則」及び

「公立大学法人神戸市外国語大学職員退職手当規程」に基づき支給しています。 

（注３）支給人員については、平均支給人員で記載しています。 

 （注４）支給額には、法定福利費、退職給付引当金繰入額、賞与引当金繰入金及び神戸市からの派遣職員に係る退職給

付負担金拠出額は含めていません。 

 

 

（１４）開示すべきセグメント情報 

  単一の事業活動を営んでいるため、記載は省略しています。 
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（１５）業務費及び一般管理費の明細 

（単位：円） 

教育経費       

  消耗品費   6,760,425    

  備品費   1,028,831    

  印刷製本費   3,826,781    

   水道光熱費   19,684,390    

旅費交通費   871,807    

通信運搬費   1,986,252    

賃借料   10,880,641    

福利厚生費   2,180,000    

保守管理委託費   6,039,816    

修繕費   6,988,872    

 損害保険料   335,886    

広告宣伝費   261,000    

行事費   1,197,000    

諸会費   442,795    

会議費   4,800    

報酬・委託・手数料   17,478,688    

奨学費   41,087,763    

減価償却費   42,294,296    

雑費   7,439,931  170,789,974  

研究経費       

消耗品費   13,001,948    

備品費   4,495,815    

印刷製本費   1,223,646    

   水道光熱費   7,022,640    

旅費交通費   18,184,394    

通信運搬費   168,715    

修繕費   1,249,596    

諸会費   908,160    

報酬・委託・手数料   309,160    

減価償却費   7,757,532  54,321,606  

教育研究支援経費       

消耗品費   15,923,141    

備品費   380,205    

印刷製本費   90,300    

図書費   18,286,838    

   水道光熱費   4,739,910    

通信運搬費   14,365    

賃借料   700,245    

保守管理委託費   178,605    

修繕費   1,888,286    

諸会費   103,000    

報酬・委託・手数料   7,421,681    

減価償却費   11,980,395    

雑費   29,965,848  91,672,819  

受託事業費     1,748,508  

役員人件費       

報酬   56,804,872    

法定福利費   9,060,798  65,865,670  

教員人件費       

 常勤教員人件費       

給料 637,421,345      
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賞与 202,594,546      

退職給付費用 84,090,948      

法定福利費 171,930,038  1,096,036,877    

 非常勤教員人件費       

給料 140,868,596      

賞与 854,400      

法定福利費 2,797,555  144,520,551  1,240,557,428  

職員人件費       

 常勤職員人件費       

給料 235,411,810      

賞与 47,380,133      

賞与引当金繰入額 17,578,080      

退職給付費用 16,728,516      

法定福利費 39,283,201  356,381,740    

 非常勤職員人件費       

賃金 66,771,837      

賞与 12,976,371      

法定福利費 10,713,658  90,461,866  446,843,606  

一般管理費       

 消耗品費   17,160,753    

 備品費   3,766,997    

 印刷製本費   4,756,123    

 水道光熱費   5,648,916    

 旅費交通費   2,625,440    

 通信運搬費   5,852,087    

 賃借料   3,094,590    

 福利厚生費   1,763,455    

 保守管理委託費   3,325,350    

 修繕費   6,990,379    

 損害保険料   1,281,552    

 広告宣伝費   162,750    

 交際費   90,050    

 諸会費   1,700,010    

 会議費   424,050    

 報酬・委託・手数料   98,748,116    

 租税公課   454,300    

 減価償却費   26,994,083    

 雑費   4,619,770  189,458,771  
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（１６）上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細 

（１６）－1 現金及び預金の明細 

                                                 （単位：円） 

区    分 期末残高 備  考 

現金 35,100  

普通預金 204,481,906  

郵便振替口座 2,909,113  

定期預金 750,000,000  

計 957,426,119  

 

 

（１６）－２ 資産見返物品受贈額の明細 

                                                 （単位：円） 

区    分 期末残高 備  考 

構築物 21,838,029  

工具器具備品 7,526,726  

図書 1,266,262,330  

計 1,295,627,085  

 

 

 


